蒲郡市転入届特例処理事務取扱要領

　この要領は、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号。以下「法」という。）に基づき、転入届の特例処理に関する運用の一般基準を設けることによって、事務の円滑な処理を図ることを目的とする。

１　転入届の特例

　　この手続は、同一世帯に属する者の全部又は一部が同時に転出をする場合であって、転出をする者のうちに個人番号カードの交付を受けているものがあるときは、当該転出をする者は、転入届の特例の適用を受ける。これは、転出地市町村長が郵便等による又は電子情報処理組織を使用して行った転出届を受理した後、転出証明書に係る情報を電気通信回線を通じて転入地市町村長に通知することにより、転入届の簡素化を図るものである。

２　転出届(転入届の特例の適用を受ける者からの転出届に限る。以下この２及び３において同じ。)の受理

　ア　郵便等による転出の届出には、原則として第１号様式を使用しなければならない。ただし、任意の用紙に所定の事項を記入して届出をすることができるが、この場合においても転出届をする者の連絡先電話番号および個人番号カードの交付を受けている旨を明らかにさせなければならない。この場合は郵便等で受け付けた後、職員により第１号様式転出届に所定の事項を転記する。
　イ　転出届はあらかじめ行うこととするが、事情により住所を移すまでの間に届出を行うことができない場合は、遅くとも転出をした日から１４日までに転出届を行うものとする。

　ウ　同一世帯に属する者の全部又は一部が同時に転出する場合で、転出をする者のうちに個人番号カードの交付を受けているものがあるときは、当該カードの交付を受けている者を世帯主とみなして法第２４条の２の規定を準用する。ただし、個人番号カードは、転出の届出時点で有効期間内であり、かつ、カード運用状況が運用中であるものに限る。

　エ　転出をした日から１４日を経過した日以後に転出届があった場合又は同時に転出をする同一世帯の全部若しくは一部の者のうちに個人番号カードの交付を受けているものがいない場合は、通常の転出届と同様に処理することとし、転出証明書を発行し、又は転入届に添付すべき書類として発行した旨を記載した転出証明書に準ずる証明書若しくは消除した住民票の写しを交付する。

　オ　転出届を受理した場合は、転入地市町村長から転出証明書情報請求通知があったときに直ちに転出証明書情報を通知できるように、転出証明書に係る情報を作成し、当該情報を保持する。この場合の当該情報は、転出の予定年月日から６０日間保持する。

　カ　転出届の保存年限については、５年とする。
３　最初の転入届の受理

　ア　転入地市町村長は、最初の転入届（転出届をした日後その者が最初に行う転入届であって、その者の個人番号カードを添えて行われるものをいい、この転入届には最初の世帯員に関するものを含む。）をする者に個人番号カードを提示させ、当該個人番号カードから住民票コードを読み出すので、最初の転入届をする者の住民票コードについては、明らかにさせる必要はない。同時に転入する同一世帯の者についても、転出証明書情報の通知により住民票コードが明らかになるので、同様に取り扱う。
この場合は、職員が読み出した住民票コードを転入届に記載する。

　イ　最初の転入届があった場合は、個人番号カードを提示させ、暗証番号を照合した上で本人確認情報を取得し、当該本人確認情報と転入届に記載された事項を照合することにより、最初の転入届をする者が本人であることを確認する。ただし、個人番号カードの機能の不具合により本人確認を行うことができない場合に限り、その表面記載事項に基づき本人確認情報を取得し、転入届に記載された事項と照合することにより行う。また、個人番号カードは、転出の届出時点で有効期間内にあり、かつ、カード運用状況が運用中であるものに限る。

　ウ　本人以外の者による最初の転入届については、同一世帯に属する者が本人の個人番号カードを提示し、代理権の授与がなされていることを暗証番号の照合により確認できる場合に限り、当該届出を受理することができる。

　エ　転入地市町村長は、転出地市町村長に最初の転入届をした者の転出証明書情報の請求を通知し、転出地市町村長から転出証明書情報の通知を受けた後、最初の転入届を受理する。

　オ　転入地市町村長は転出地市町村長に対して次の事項を通知する。

①住民票コード

②氏名

　カ　転出地市町村長は転入地市町村長に対して次の事項を通知する。

①氏名（通称が住民票に記載されている外国人住民にあっては氏名及び通称）、出生の年月日、男女の別及び住所

　　②世帯主の氏名及び世帯主との続柄

　　③戸籍の表示（外国人住民を除く。）
　　④転出先、転出の予定年月日及び転出届をした年月日

　　⑤国民健康保険の被保険者である旨及び退職被保険者等である旨

　　⑥後期高齢者医療の被保険者である旨

　　⑦介護保険の被保険者である旨

　　⑧国民年金の被保険者の種別並びに国民年金手帳の記号及び番号

　　⑨児童手当の支給を受けている旨

　　⑩住民票コード
⑪個人番号カードの交付を受けている者については、その者の個人番号カードの管理情報

　　⑫国籍・地域(外国人住民に限る。)
　　⑬法第３０条の４５の表の下欄に掲げる事項(外国人住民に限る。)
　　⑭通称の記載及び削除に関する事項（通称の記載及び削除に関する事項が住民票に記載されている外国人住民に限る。）
　キ　最初の転入届を、転出予定年月日から３０日を経過した日又は転入をした日から１４日を経過した日のいずれか早い日以後にする場合は、転出証明書の添付を必要とするが、転出地市町村長から転出証明書情報通知を受けることができる場合は、転出証明書の添付を要しないものとする。

　ク　同一世帯の者の全部又は一部が同時に転出をする旨の転出届をした後、転出届に係る者の一部（その者のうちに個人番号カードの交付を受けているものがある場合に限る。）について最初の転入届を受理することができる。この場合において、最初の転入届をしなかった者については、その者のうちに個人番号カードの交付を受けているものがある場合であっても、その後転入届をするときは、転出証明書等を添付しなければならない。

　ケ　転入地市町村長は、転入をする者の個人番号カードの表面の追記領域等に、届出の年月日及び新たな住所を記載し「転入」と明記してこれに職員を押す。この場合において、裏面の追記領域の余白が限られていることから、裏面への次の記載を考慮して２行以内に住所を記載することとし、職印は１行程度に収まるものを用いることが望ましく、住所の記載及び職員の押印には、消えにくいものを使用すること。また、個人番号カードの表面記載事項の変更に伴い、当該個人番号カードの暗証番号の入力を経て、内部記録事項を変更する。その際、変更後の内容が内部記録事項に正確に反映されているかについて留意する。
　コ　転入地市町村長は転出地市町村長に対して次の事項を通知する。

　　①当該個人番号カードの交付を受けている者の住民票コード

　サ　転入届の保存年限については、５年とする。

附　則　

この要領は、平成１５年８月２５日から施行する。

附　則　

この要領は、平成１９年１０月１日から施行する。

附　則　

この要領は、平成２０年４月１日から施行する。

附　則

この要領は、平成２４年７月９日から施行する。
附　則

この要領は、平成２５年７月８日から施行する。
　　附　則
（施行期日）
１　この要領は、平成２８年１月１日から施行する。
（経過措置）
２　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成２５年法律第２８号。以下「番号整備法」という。）第２０条第１項の規定によりなお従前の例によることとされた住民基本台帳カード（番号整備法第１９条の規定による改正前の住民基本台帳法第３０条の４４第３項の規定により交付された住民基本台帳カードをいう。）の取り扱いについては、なお従前の例による。
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